
大村市条件付き一般競争入札制度要綱 
平成１７年５月９日 

告示第１５５号の２ 

改正 平成１８年３月３１日告示第５４号、平成１８年９月２９日告示第２１９号の２、平成１９年３月３０日告示第６１号、

平成１９年９月２８日告示第２１６号の２、平成２０年３月３１日告示第６３号、平成２８年２月２日告示第１４号、平成２８
年２月２日告示第１５号、平成３０年１１月１日告示第１９７号、平成３０年１１月１日告示第１９８号      

（目的） 

 第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事に係る条件付き一般競争入札（以下「一般競争入

札」という。）の実施に関し、大村市財務規則（昭和３９年大村市規則第８号）に定めるもの

のほか必要な事項を定めることにより、入札の透明性及び公平性を高め、もって契約事務の円

滑な執行を図ることを目的とする。 

 

 （対象工事） 

 第２条 一般競争入札の対象となる建設工事（以下「対象工事」という。）は、原則として、次

に掲げる建設工事とする。 

(1) 設計額が１３０万円を超える災害復旧を目的とする建設工事 

(2) 設計額が５００万円以上の土木一式工事（災害復旧を目的とするものを除く。） 

(3) 前２号に掲げる建設工事以外の建設工事で、設計額が１，０００万円以上のもの 

 

 （一般競争入札参加資格） 

 第３条 一般競争入札に参加することができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

  (1) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可を受けた者であって、同法

第２７条の２３に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」という。）を受け、かつ、

本市の入札参加資格者名簿に登録されているもの 

  (2) 対象工事の性質等に応じ、総合数値（建設業法第２７条の２９第１項に規定する総合評

定値に市長が別に定める数値を加算したものをいう。）若しくは当該総合評定値が一定の

点数以上であり、又は市長が別に定める等級に該当する者 

  (3) 建設業法第２６条第１項に規定する主任技術者又は同条第２項に規定する監理技術者を

対象工事の工事現場に配置することができる者 

(4) 本市の指名停止措置要領に基づく指名停止期間中でない者 

  (5) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しな

い者 

２ 前項に定めるもののほか、市長が特に必要があると認める場合は、別に資格を定めることが

できる。 

 

 （入札の公告） 

 第４条 一般競争入札の公告は、次に掲げる方法により行うものとする。 

  (1) 市役所前の掲示場への掲示 

  (2) 大村市ホームページへの掲載 

 (3) その他市長が適当と認める方法 

 

 （入札参加申請等） 

 第５条 一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、所定の期限ま

でに、市長が別に定める申請書を市長に提出しなければならない。 

 ２ 入札参加者が特定建設工事共同企業体（大規模であって技術的難度の高い工事等について確

実かつ円滑な施工を図ることを目的として結成する共同企業体をいう。）である場合は、前項

の申請書のほか、市長が別に定める書類を提出しなければならない。 



 

 （入札参加申請書の審査） 

 第６条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、当該申請書について第３条第

１項第１号に掲げる入札参加資格の要件に該当するかどうかを審査し、その結果を当該申請書

を提出した者に通知するものとする。 

 

 （入札の中止） 

第７条（削除） 

 

（設計図書の閲覧等） 

 第８条 対象工事の設計図書等は、公告後、速やかに大村市ホームページへの掲載その他の方法

により閲覧に供するものとする。 

 ２ 設計図書等に対する質問書の提出があった場合は、その質問に対して大村市ホームページへ

の掲載その他の方法により回答するものとする。 

 

 （現場説明） 

 第９条 対象工事の現場説明は、原則として行わない。 

 

 （入札の回数等） 

第１０条 一般競争入札の入札執行回数は、１回とし、次条に規定する落札予定者が決定しなかっ

た場合は、入札を取り止めるものとする。 

 ２ 最低制限価格より低い価格の入札をした者は、当該入札に関し失格者とする。 

 

 （入札及び開札） 

 第１１条 入札は、公告した日時及び場所において開札し、その後直ちに、予定価格の範囲内で

最低の価格を入札した者を落札予定者として決定するものとする。 

 

 （入札参加資格等の審査及び落札者の決定） 

 第１２条 市長は、前条の規定により落札予定者を決定したときは、当該落札予定者に対し入札

参加資格の審査に必要な書類の提出を求め、第３条第１項第２号から第５号まで及び同条第２

項に掲げる入札参加資格の要件に該当するかを審査し、当該落札予定者が当該要件に該当して

いると認めたときは、当該落札予定者を落札者として決定する。 

 ２ 前項の規定による審査により落札予定者が入札参加資格を有していないと認めた場合は、当

該落札予定者の入札を無効とし、当該落札予定者の次順位である者を新たな落札予定者として

決定する。 

 ３ 前２項の規定は、前項の規定により新たな落札予定者を決定した場合について準用する。 

 

 （落札者決定等の通知） 

 第１３条 市長は、落札者を決定したときは、その旨を別に定める方法により当該落札者に通知

するとともに、速やかに公表するものとする。 

 ２ 市長は、前条第２項の規定により落札予定者の入札を無効としたときは、当該落札予定者に

対し、その理由を通知するものとする。 

 

 （異議の申立て） 

 第１４条 一般競争入札に参加した者は、入札後、設計書、設計図面、契約書案等についての不

明を理由として異議を申し立てることはできない。 

 

 



 （雑則） 

 第１５条 この要綱に定めるもののほか、一般競争入札の実施に関して必要な事項については、

市長が定める。 

 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。 

   附 則(平成18年3月31日告示第54号) 

  (施行期日) 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条の規定は、平成１８年４月１日以後に実施する条件付き一般競争入札に付す

る建設工事について適用する。 

   附 則(平成18年9月29日告示第219号の2) 

  (施行期日) 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の条件付き一般競争入札制度要綱の規定は、平成１８年１０月１日以後に実施する条

件付き一般競争入札に付する建設工事について適用する。 

   附 則(平成１９年３月３０日告示第６１号) 

  (施行期日) 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第２条の規定は、平成１９年４月１日以後に実施する条件付き一般競争入札に付す

る建設工事について適用する。 

   附 則(平成１９年９月２８日告示第２１６号の２) 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の条件付き一般競争入札制度要綱の規定は、平成１９年１０月１日以後に実施する条

件付き一般競争入札に付する建設工事について適用する。 

附 則(平成２０年３月３１日告示第６３号)  

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 改正後の第２条の規定は、平成２０年４月１日以後に実施する条件付き一般競争入札に付す

る建設工事について適用する。 

附 則(平成２８年２月２日告示第１４号)  

 (施行期日) 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 改正後の第２条の規定は、平成２８年４月１日以後に実施する条件付き一般競争入札に付す

る建設工事について適用する。 

附 則(平成２８年２月２日告示第１５号)  

 (施行期日) 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 改正後の第２条の規定は、平成２８年４月１日以後に実施する条件付き一般競争入札に付す

る建設工事について適用する。 



附 則(平成３０年１１月１日告示第１９７号)  

 (施行期日) 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 改正後の第２条の規定は、平成３１年４月１日以後に条件付き一般競争入札の公告に付する

建設工事について適用する。 

附 則(平成３０年１１月１日告示第１９８号)  

 (施行期日) 

１ この要綱は、平成３１年１０月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 改正後の第２条の規定は、平成３１年１０月１日以後に条件付き一般競争入札の公告に付す

る建設工事について適用する。 

 

 


